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 地方分権改革については、地方の自主性、自立性を強
化し、ゆとりと豊かさを実感できる社会をつくり上げて
いくため、これまで、12次にわたる一括法等により、地
方に対する権限移譲や規制緩和（義務付け・枠付けの見
直し等）など、数多くの具体的な成果を積み重ねてきま
した。 
 平成26年からは、それまでの国主導による改革から、
広く地方から提案を募集する「提案募集方式」に移行し
ました。現場に精通した地方の目線から、地域の課題を
解決するために必要な制度の改正等を提案する、「国では
なく地方が選ぶ」制度改革の方式です。子ども・子育て
や災害対策、デジタルなどの幅広い分野にわたり、毎年
多くの提案をいただいています。受け付けた提案につい
ては、実現に向けて内閣府と関係府省で調整を行います。 
これまでも、地方からの提案を数多く実現しています。

例えば、４haを超える農地に関する転用について、国が
有していた許可権限を、国との協議を付した上で、都道
府県等に移譲するなどの見直しや、被災者の返済負担を
軽減し、被災者支援を充実強化するため、法律により 3％
に固定されていた災害援護資金の貸付利率を市町村が条
例で設定可能とする見直しなどが実現しています。 
 このように、地方分権改革は、各地方公共団体が地域
の実情に応じて自ら課題を解決できるようにすることで、
住民サービスの向上、個性を活かした自立した地方の実
現を推し進めるものです。 
 今後も、地方からの提案をいかに実現するかという基
本姿勢に立って、提案の最大限の実現に向けて取り組ん
でまいります。 

 政策決定機能を担う地方分権改革推進本部（本部長：
内閣総理大臣）を設置するとともに、内閣府特命担当大
臣（地方創生）の下で、調査・審議機能を担う地方分権
改革有識者会議（座長：神野直彦東京大学名誉教授）を
開催し、改革を推進しています。 
 また、地方分権改革有識者会議の下、提案募集検討専
門部会などを開催しています。 

地方分権改革有識者会議で発言する 
岡田直樹内閣府特命担当大臣（写真中央） 

Cabinet Office 

地方分権改革推進室 

 地方分権改革推進室では、住民に身近

な地方公共団体が、地域の実情に応じ

て自らの発想と創意工夫により課題解

決を図るために、地方に対する権限移

譲や規制緩和など地方の自由度を高め

る制度改正に取り組んでいます。

「提案募集方式」による制度改革 

地方分権改革の推進体制 
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 提案募集においては、地域の実情にそぐわない制度や
運用の見直し等について、これまでに 3,000件を超える
提案が寄せられました。 
 これらの地方の喫緊の課題について、地方の取組を加
速化する提案が数多く実現することとなり、現場で困っ
ている多くの支障の解決に繋がっています。 

 これまでの成果例
（１）ファミリー・サポート・センター事業の柔軟な実
施を実現
・制度上の支障等

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・
センター事業）の会員数や実施場所について、一定
の基準を充たすことが求められていましたが、当該
基準は、特に人口規模の小さな自治体には厳しく、
事業の実施に支障が生じていました。

・具体的な成果
事業実施に必要な会員数を 50 人以上から 20 人

以上へ緩和するとともに、ファミリー・サポート・
センターが借り上げた施設で子供を預かることがで
きることを明確化しました。これにより、会員の確
保が難しいなどの理由から事業を行っていなかった
市町村も事業を行うことが可能になり、地域の子育
て環境が充実します。

ファミリー・サポート・センター事業の様子

（２）応急仮設建築物の存続期間の延長を可能に
・制度上の支障等

災害や新型コロナウイルス感染症の対応等のため
に建築される応急仮設建築物について、存続期間が
最長２年３か月と定められており、応急仮設建築物
に代わる恒久的な建築物の設置や建築基準に適合さ
せる改修を存続期間内に終えることが困難となる場
合がありました。

・具体的な成果
安全上、防火上、衛生上支障なく、かつ、公益上

やむを得ないと認める場合には、２年３か月を超え
て１年ごとに存続期間を延長することを可能とし
ました。このことにより、地域の災害の状況に応じ
た対応が可能となり、円滑な災害復旧・復興等に寄
与します。

 国と地方が連携して施策を推進するため、地方に関わ
る重要政策について幅広く協議する法定の場です。 

 構成員
・国 側：内閣官房長官、内閣府特命担当大臣（地方創

生）、総務大臣、財務大臣 
※これまで内閣総理大臣も出席

・地方側：全国知事会、全国都道府県議会議長会、全国
市長会、全国市議会議長会、全国町村会、全国
町村議会議長会の代表者 

 過去の議題
骨太方針、デジタル田園都市国家構想・地方創生・地

方分権改革、予算編成・地方財政対策 等 

令和４年度第３回開催時の様子 

 地方分権改革推進室では、地方公共団体の職員をはじ
め、地方分権改革・提案募集方式に関わる皆様を対象と
した研修への講師派遣を積極的に行っています。 
 また、これまでの地方分権改革の取組や、改革の成果
が実感できる情報発信を行っており、ホームページでは、
各種会議資料のほか、過去の提案実績を簡易検索できる
データベース、現地取材映像を交えながら提案募集方式
を分かりやすく解説した動画、具体的事例を取りまとめ
た成果事例集、全国シンポジウムの模様など、様々な情
報が掲載されています。 

 内閣府「地方分権改革」ホームページ
https://www.cao.go.jp/bunken-suishin/

 内閣府地方分権改革推進室 公式 Facebook
https://www.facebook.com/cao.bunken

 内閣府地方分権改革推進室 公式 Twitter
https://twitter.com/cao_bunken

国と地方の協議の場 

地方分権改革推進室の情報発信 

地方分権改革のこれまでの成果 
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